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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 30,920 ― △602 ― △792 ― △741 ―
20年3月期第3四半期 32,696 ― △1,257 ― △1,688 ― △6,201 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 △5.85 ―
20年3月期第3四半期 △111.83 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 38,963 4,660 12.0 19.17
20年3月期 43,571 5,546 12.7 26.08

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  4,660百万円 20年3月期  5,546百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
21年3月期 ― 0.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 0.00 0.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 59,100 △4.9 1,500 1.5 1,200 279.7 1,100 ― 7.62

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（1） 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる結 
果となる可能性があります。 
（2） 当連結会計年度より、「四半期財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第12号）」及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針
第14号）」を適用しています。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しています。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  135,677,164株 20年3月期  135,677,164株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  242,829株 20年3月期  224,533株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  135,442,990株 20年3月期第3四半期  55,458,135株



定性的情報・財務諸表等 

※定性的情報における前年同期の数値につきましては、参考として記載しております。 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間（平成20年4月1日～平成20年12月31日）におけるわが国経済は、米国に端を発した金融

危機の影響を受け、輸出産業を中心に企業業績が悪化するとともに、雇用情勢は厳しさを増しており、個人消費が伸

び悩むなど、急速に景気後退局面に入りました。 

 建設業界におきましては、民間設備投資は企業業績の悪化により抑制され、公共建設投資は、国及び地方自治体と

も依然として構造的な縮減傾向にあるうえ入札制度改革等により、受注環境は苛酷な受注競争状態が続きました。 

 このような状況の中で、当社グループは平成20年5月に発表した「新中期経営計画（3ヶ年）」に掲げる経営理念

「基礎工事における総合技術力と効率的な経営で、安心・安全な国土造りに貢献する会社」の追求、経営ビジョン

「信頼される技術力に培われた、環境・防災工事を主力とした基礎工事のエキスパート」の実現のため、事業戦略に

基づき諸施策を積極的に推進してまいりました。 

 その結果、当第３四半期連結累計期間の連結業績は次のとおりとなりました。 

 受注高は、指名停止の影響により第２四半期までは前年同期比で減少しましたが、第３四半期会計期間はコア事業

である基礎工事が前年同期比で増加したことにより35,143百万円（前年同期は51,848百万円）となりました。売上高

は、建築事業の撤退を行ったことにより30,920百万円（前年同期は32,696百万円）となりました。利益では、選別受

注による利益率の改善、販売用不動産売却による収益の計上、ならびに経費削減等により営業損失は602百万円（前

年同期は1,257百万円の損失）、経常損失は792百万円（前年同期は1,688百万円の損失）、四半期純損失は741百万円

（前年同期は6,201百万円の損失）となりました。 

  当社グループの売上高は、通常の受注形態として第３四半期以降に完成する工事の割合が大きく、業績に季節的変

動があります。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、総資産が38,963百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,607

百万円減少しております。主な増減内容として、流動資産では、未成工事支出金が7,958百万円増加したものの、現

金預金が3,534百万円減少、受取手形・完成工事未収入金等が7,223百万円減少しております。固定資産は、建物・構

築物、土地等の売却等により2,015百万円減少しております。 

 負債合計は、34,303百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,721百万円減少しております。主な増減内容とし

て、未成工事受入金が4,264百万円増加しましたが、支払手形・工事未払金等が3,612百万円減少、短期借入金及び長

期借入金が4,147百万円減少しております。 

 純資産合計につきましては、利益剰余金の減少等により、前連結会計年度末に比べ886百万円減少し4,660百万円と

なっております。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 業績予想につきましては、平成20年5月23日付け「平成20年3月期決算短信」において公表いたしました平成21年3

月期の連結業績予想から変更はございません。 



４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません   

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①簡便な会計処理  

 棚卸資産の評価方法 

      四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し第２四半期連結会計期間末に係る

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

     固定資産の減価償却費の算定方法 

      減価償却費の方法として定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。 

 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。なお、当第３四半期連結累計期間は計上しておりません。 

    ②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理  

     該当事項はありません。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

    ①四半期連結財務諸表作成に関する会計基準の適用  

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

    ②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

     たな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主とし

て個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してお

ります。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

    



５．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,054 6,588

受取手形・完成工事未収入金等 13,215 20,439

有価証券 19 19

商品 4 4

販売用不動産 11 422

未成工事支出金 12,795 4,836

材料貯蔵品 99 88

その他 1,574 983

貸倒引当金 △183 △199

流動資産合計 30,592 33,184

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,397 1,622

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 461 549

土地 5,353 6,787

その他（純額） 10 16

有形固定資産計 7,223 8,975

無形固定資産

その他 214 208

無形固定資産計 214 208

投資その他の資産

投資有価証券 595 834

その他 834 787

貸倒引当金 △496 △418

投資その他の資産計 933 1,203

固定資産合計 8,371 10,387

資産合計 38,963 43,571

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 13,206 16,818

短期借入金 1,000 1,504

未払法人税等 66 119

未成工事受入金 8,561 4,297

完成工事補償引当金 74 106

工事損失引当金 58 145

賞与引当金 23 96

その他 1,883 1,414

流動負債合計 24,875 24,501
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

長期借入金 4,849 8,492

退職給付引当金 3,518 4,770

その他 1,059 259

固定負債合計 9,428 13,523

負債合計 34,303 38,024

純資産の部

株主資本

資本金 6,052 6,052

資本剰余金 3,753 3,753

利益剰余金 △5,181 △4,438

自己株式 △64 △64

株主資本合計 4,559 5,302

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 100 244

評価・換算差額等合計 100 244

純資産合計 4,660 5,546

負債純資産合計 38,963 43,571
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（２）四半期連結損益計算書
（第３四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

売上高

完成工事高 30,824

その他の事業売上高 95

売上高合計 30,920

売上原価

完成工事原価 27,316

その他の事業売上原価 48

売上原価合計 27,364

売上総利益

完成工事総利益 3,508

その他の事業総利益 46

売上総利益合計 3,555

販売費及び一般管理費 4,157

営業損失（△） △602

営業外収益

受取利息 3

受取配当金 12

特許関連収入 21

その他 14

営業外収益合計 51

営業外費用

支払利息 196

その他 45

営業外費用合計 242

経常損失（△） △792

特別利益

固定資産売却益 218

償却債権取立益 18

退職給付制度改定益 118

特別利益合計 355

特別損失

固定資産除売却損 7

リース解約損 2

事業撤退損 224

特別損失合計 235

税金等調整前四半期純損失（△） △672

法人税、住民税及び事業税 69

法人税等調整額 －

法人税等合計 69

四半期純損失（△） △741
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △672

減価償却費 223

貸倒引当金の増減額（△は減少） 61

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △31

工事損失引当金の増減額（△は減少） △86

賞与引当金の増減額（△は減少） △73

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,252

受取利息及び受取配当金 △16

支払利息 196

有形固定資産除売却損益（△は益） △210

事業撤退損失 224

売上債権の増減額（△は増加） 7,223

販売用不動産の増減額（△は増加） 411

未成工事支出金の増減額（△は増加） △7,958

その他の資産の増減額（△は増加） △652

仕入債務の増減額（△は減少） △3,528

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,264

その他の負債の増減額（△は減少） 1,092

小計 △783

利息及び配当金の受取額 15

利息の支払額 △228

法人税等の支払額 △124

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,120

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △20

有形固定資産の取得による支出 △84

有形固定資産の売却による収入 1,837

投資有価証券の取得による支出 △1

子会社株式の取得による支出 △1

貸付金の回収による収入 3

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,733

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △504

長期借入金の返済による支出 △3,643

自己株式の取得による支出 △1

自己株式の売却による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,147

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,534

現金及び現金同等物の期首残高 6,588

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,054
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）  

 全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計に占める建設業の割合がいずれも90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

〔所在地別セグメント情報〕 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）   

 在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

〔海外売上高〕 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）   

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 



「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第３四半期連結累計期間（平成19年４月１日～平成19年12月31日） 

科目 

前年同四半期 
（平成20年３月期 
第３四半期） 

金額（百万円） 

Ⅰ 売上高 32,696 

Ⅱ 売上原価 29,709 

売上総利益 2,987 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,244 

営業損失 1,257 

Ⅳ 営業外収益 60 

Ⅴ 営業外費用 491 

経常損失 1,688 

Ⅵ 特別利益 198 

Ⅶ 特別損失 4,728 

税金等調整前四半期純損失 6,218 

税金費用 △16 

四半期純損失 6,201 



６．その他の情報 

  

  

受注高（連結）の状況 

                                                                                   （単位：百万円） 

区 分 

前第３四半期 

自平成19年 4月 1日 

自平成19年12月31日 

当第３四半期 

自平成20年 4月 1日 

自平成20年12月31日 

増 減 増減率 

  基  礎 31,313 26,494 △4,818 △15.4%

  土  木 15,596 7,254 △8,342 △53.5%

  建  築 3,456 475 △2,981 △86.3%

  その他 1,482 920 △561 △37.9%

    計 51,848 35,143 △16,704 △32.2%
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